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私たちのふるさと秋田県は、世界遺産である白神山地など豊かな
自然に恵まれており、その恩恵の下に様々な歴史・文化・伝統などが
育まれ、県内外の人々に心の豊かさや安らぎを与えてくれております。
このような県民の貴重な財産でもある本県の恵まれた環境も、温
暖化をはじめとする地球規模の環境問題におびやかされているほ
か、八郎湖の水質汚濁やごみの不法投棄など、解決すべき課題を抱
えています。こうした問題を県民の皆様と手を携えて解決し、全国
に誇る「水と緑の秋田」を実現して50年後の世代に贈りたいと考え
ています。
平成10年３月に策定（平成15年６月改定）した「秋田県環境基本

計画」に基づき、「風かおる緑豊かな秋田を将来へ」継承していくた
めの施策を推進してきました。
また、平成15年３月に制定した「水と緑の条例」の趣旨に沿って、
平成16年３月には、「水と緑の基本計画」を策定し、秋田の豊かな
自然や風景を守りはぐくむことの大切さを県民の皆様に深く理解し
ていただく方策や、自然環境の保全のための様々な取組について長
期的な方向を明らかにしたところです。
幸い、各地の環境学習会における参加者の大幅な増加や松枯れ地
域における住民等による緑の再生活動の展開など、県民の環境意識
は確実に高まってきています。この意識の高まりを、地球温暖化の
防止に向けて京都議定書が発効した今、地球市民としての行動につ
なげていくことが求められています。
この白書は、平成16年度を中心に、本県における環境の現状と施

策についてとりまとめたものです。この年、県では、県民一人ひとり
が環境保全活動に参加する社会の実現に向けて、「環境あきた県民塾」
を開設しました。一定の課程の修了者は「あきたエコマイスター」と
して県に登録いただき、地域の環境保全活動の実践者、そしてリー
ダーとして活躍していただくことなどを期待した制度です。現在、
登録された多くのエコマイスターが相互の交流を深めるなど、積極
的な活動の萌芽が見え始めています。
また、県内の廃棄物などを有効に利用した製品の普及を支援し、
循環を基調とした社会づくりを目指す「リサイクル製品認定制度」
や、県の公共事業における認定リサイクル製品の優先的な使用、豊
かな生態系の保全・再生への配慮等を柱とした「秋田県公共事業環境
配慮システム」など、より良い環境の創造に向けて新たな制度や仕組
みがスタートした年でもあります。しかし、こうした取組も、市町
村や事業者はもちろん、県民の皆様一人ひとりの御理解と積極的な
御協力があってこそ効果が得られます。
この白書を多くの県民の皆様にお読みいただき、様々な環境問題
を御理解の上、地球市民として、まずできることから実践していた
だくことを願っております。

平成17年12月
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風かおる緑豊かな秋田を将来へ 

秋田県環境基本条例 

秋田県環境基本計画 

　本県では、平成9年12月に「環境保全に関する基本理念」、「県・市町村・事業者・県民
の責務」、「環境施策の基本的事項」などを明らかにした「秋田県環境基本条例」を制定
しました。 

　秋田県環境基本条例に基づき、環境保全に関する施策を計画的・総合的に推進する
ため、平成10年3月に「秋田県環境基本計画」を策定しました（平成15年6月に改定）。 
　この計画では、県民がそれぞれの立場で果たすべき役割や環境の保全に向けた具
体的な取組の指針を示しております。 

基　本　理　念 
 ①健全で恵み豊かな環境の恵沢の享受と継承 

 ②環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築 

 ③地球環境保全の推進 

環境への負荷の少ない 
循環を基調とした社会の構築 

地球環境保全への 
積極的な取組 

自然と人との共存 

環境保全に向けて 
全ての主体の参加 

目指すべき環境像 

環境基本計画の推進体制 
県 

●環境保全に関する 
　意見・提言 
●環境保全に向けた 
　協働の推進 

●計画の進行管理 
●各主体意見の施策 
　への反映 

○意見・提言 
 

○各主体の活動 
　状況の把握 
○情報提供 

○報告 
 

○提言 

風かおる緑豊かな秋田を将来へ 
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本県の環境施策の枠組み
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秋田県環境基本計画（重点プロジェクト）の進捗状況について
【施策目標の推進状況】

項　　　　　目 単　位 基準年・基準値 実　　績 平成22年
※( )のないものは
H16実績

（2010年）

１．生物多様性の確保
自然環境保全地域等の指定数 地域 13 19 21 25
レッドリスト作成分類群数 群 13 8 9 12

２．自然と人が共存した持続可能な農業、林業、漁業の推進
県土の保全・自然生態系を育む基盤づくり

ha 13 6,300 16,400 28,000
（農業用排水施設整備面積）

農地等の多面的機能の発揮
ha 13 37 59 300

（遊休農地等活用面積）

保安林の累積整備面積
ha 13 4,216 16,051 40,066

（平成13年度からの累積面積）

森林の総合的な整備（森林整備率） ％ 13 52 50 70

都市との積極的な連携・交流の促進
人 13 45,309 60,918 85,000

（農山村と都市住民等の交流参加者数）

３．三大湖沼の水質浄化
十和田湖湖心のCOD75％値 mg/l 13 1.4 1.9 1以下
八郎湖湖心のCOD75％値 mg/l 13 6.8 6.6 4以下
田沢湖表層のpH年間平均値 13 5.6 5.1 6以上
田沢湖湖心のCOD75％値 mg/l 13 0.8 0.5未満 1以下

４．都市河川の浄化
公共用水域環境基準適合率（BOD-COD） ％ 13 79.4 90.2 95
生活排水処理施設普及率 ％ 13 53.8 67.1 80

５．化学物質による環境汚染の防止
化学物質等対策の推進

％ 13 99.3 100 100
（ダイオキシン類環境基準達成率）

６．廃棄物の減量化・リサイクルの推進

県民１人１日当たり一般廃棄物排出量 ｸﾞﾗﾑ 11 1,050
1,089

890
(15年度実績)

リサイクルリーダー数 人 13 144 350 880

一般廃棄物リサイクル率 ％ 11 15.6
21.1

24.1
(15年度実績)

産業廃棄物減量化・リサイクル率 ％ 11 58.2
－

77.7
(5年に一度）

産業廃棄物最終処分量 千ｔ 11 1,109
917

590
(15年度実績)

７．地球温暖化対策の推進
県内の二酸化炭素排出量

％ 12 131
－

100
（1990年の排出量を100%にした割合） (5年に一度)
新エネルギー導入量（原油換算した量） 千kl 13 231.4 268.1 389.8

８．国際協力の推進
環境保全分野の海外技術交流地域数 地域 13 1 1 2

９．環境教育、環境学習の情報ネットワーク構築
環境あきた県民フォーラム会員数（団体、企業） 団体 13 83 89 175
同（個人） 人 13 196 235 300
子どもエコクラブ登録数 ｸﾗﾌﾞ 13 50 111 100
環境カウンセラー登録数 人 13 19 20 50
環境学習室利用者数 人 13 836 2,395 2,000
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自然環境の体系的保全

本県は、日本海と奥羽山脈に囲まれた約11,600km2の県土を有しており、そこには多様な

自然環境が形成され、多種多様な動植物が見られます。この恵まれた自然環境は、我々だけが

享受するものではなく、後世に良好な状態で引き継がなければならないものです。そのために

は、自然環境調査を行い、それに基づいた体系的な保全を図るだけでなく、自然とのふれあい

活動などを通じて、自然保護意識の普及啓発を推進していく必要があります。

自然保護意識の普及啓発1
近年の様々な環境問題に対処するためには、

自然を大切にし、自然とふれあい、自然と調和し

た活動を行なう県民意識を育むことが大切です。

このため、①県内各地でのモデル的な自然観

察会の実施、②県民に自然環境情報を提供する

ためのデータバンク整備、③自然観察会の指導

者等を対象とした自然観察リーダー研修会の実

施、④自然ふれあい施設「秋田県環境と文化の

むら」での自然観察会、講習会の実施などの施

策を推進しています。

自然環境保全地域等の指定・管理2
本県の貴重な自然環境を保全するために、平成16年度は加田喜沼自然環境保全地域の指定を行いまし

た。その結果、現在では、自然環境保全地域が17箇所、緑地環境保全地域が４箇所指定されています。ま

た、自然環境保全地域の現況調査を行うとともに、２箇所の自然環境保全地域において標識・橋の整備

を行いました。

自然環境の保全管理3
県内の自然環境の保全状況の把握、保全のための指導を行うために、秋田県自然環境保全条例により自

然保護指導員が配置されています。平成17年４月１日現在全県で78名が任命されています。

自然環境保全基礎調査4
自然環境保全基礎調査は一般に「緑の国勢調査」と呼ばれるもので、我が国の自然環境を総合的、科学

的に把握するために国が県などに委託して調査を行っています。平成16年度は県内ため池の100箇所の

動植物調査を行いました。

自然観察会の様子（環境と文化のむら）
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秋田県版レッドデータブック５

○市町村別温泉源泉数（浴用・飲用分）

「レッドデータブック」とは絶滅のおそれのある野生動植物についての本のことです。秋田県版レッド

データブックは平成14年に発表され、県内に生息・生育する野生動植物のうち、絶滅のおそれのある種

など、1,235種について書かれています。現在、将来的な改訂に向けての情報収集等を行っています。

（平成17年3月末現在）

野生鳥獣の保護６
県内に生息する多種多様な野生鳥獣の保護の

ため、鳥獣保護事業計画（５カ年計画）を策定し、

鳥獣保護思想の普及啓発、鳥獣保護区の指定、

鳥獣の分布調査、鳥獣保護員の設置、傷病野生

鳥獣の保護に加え、カモシカやニホンザルの生

息調査と保護管理計画の策定などの施策を実施

しています。

温泉の保護と利用７
本県は豊かな温泉資源に恵まれており、平成17年３月末現在の温泉地数が122地域、浴用・飲用向けの

温泉総数が494箇所で、平成16年度の宿泊利用人員は2,091千人となっています。また、八幡平温泉郷、

田沢湖高原温泉郷、秋ノ宮温泉が国から国民保養温泉地として指定されています。

一方、地熱水の利用による発電等の多目的利用も行われています。

県では、温泉を保護するとともにその適正利用を図るため、温泉法に基づく掘削、動力装置の設置、温

泉利用の許可などを行っているほか、温泉保護地域を定め掘削、増掘等の規制を行っています。

保護されたモモンガ（鳥獣保護センター)

市 町 村 名 源泉数 市 町 村 名 源泉数 市 町 村 名 源泉数 市 町 村 名 源泉数

秋　田　市 22 小　坂　町 3 五 城 目 町 7 増　田　町 3

能　代　市 3 比　内　町 6 八 郎 潟 町 2 平　鹿　町 1

横　手　市 12 田　代　町 1 井　川　町 0 雄 物 川 町 5

大　館　市 25 上小阿仁村 4 大　潟　村 2 大　森　町 5

男　鹿　市 22 琴　丘　町 0 仁 賀 保 町 2 十 文 字 町 0

湯　沢　市 66 二 ツ 井 町 4 金　浦　町 3 山　内　村 5

鹿　角　市 131 八　森　町 3 象　潟　町 9 大　雄　村 1

由利本荘市 31 山　本　町 6 角　館　町 5 羽　後　町 1

潟　上　市 3 藤　里　町 3 田 沢 湖 町 40 東 成 瀬 村 3

大　仙　市 30 八　竜　町 1 西　木　村 2

北 秋 田 市 16 峰　浜　村 1 美　郷　町 5
県　　　計 494



十和田八幡平国立公園 

田代岳県立自然公園 
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秋田白神県立自然公園 

きみまち阪県立自然公園 
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秋田白神県立自然公園 

きみまち阪県立自然公園 
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自然とのふれあいの確保

本県は、八幡平や駒ヶ岳などの火山や十和田、田沢といったカルデラ湖、数多くの渓谷など、

特色ある自然景観に恵まれています。そこでは、優れた景観と多様な高山植物などを楽しむこ

とができるとともに、名瀑探勝や秘湯、キャンプ体験などのできる有数のアウトドアスポット

としても注目を集めています。

ライフスタイルの変化や価値観の多様化などを背景として、自然とのふれあいを求める機運

が一層高まってきており、県では、豊かで美しい秋田の自然環境を保全しつつ、自然とより積

極的にふれあえる県土づくりに取り組んでいます。

自然公園の保護と整備1
（１）秋田県の自然公園

（２）自然公園の利用状況

本県には、十和田八幡平国立公

園をはじめ鳥海、栗駒、男鹿の三

つの国定公園と八つの県立自然公

園があり、県土の約11％を占めて

いす。そこには自然とのふれあい

を求め、県内外から数多くの利用

者が訪れています。

自然公園の適正な利用を図るた

め様々な施設の整備を進めてお

り、これらの施設を活用して、自然

探勝、温泉利用、登山、キャンプな

ど、多様な利用がなされています。

（単位：千人）

（平成17年3月末現在）

区 　 　 分 公　　園　　名 平成14年 平成15年 平成16年

国 立 公 園 十 和 田 八 幡 平 4,141 4,152 4,065

鳥 　 　 　 　 海 1,121 924 913

国 定 公 園 栗 　 　 　 　 駒 849 835 868

男 　 　 　 　 鹿 1,874 1,914 2,436

田 沢 湖 抱 返 り 1,484 1,583 1,207

八　森　岩　館 96 503 494

き み ま ち 阪 444 475 178

県立自然公園
秋　田　白　神 - - 261

森　　吉　　山 251 384 302

太　　平　　山 78 70 159

田　　代　　岳 46 28 29

真　木　真　昼 167 162 150

計 10,551 11,030 11,062

○自然公園の利用状況
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森林の総合利用2
健康指向の高まりや余暇時間の増大に伴って、森林に対するニーズが多様化してきているなか、森林の

もつ保健休養などの機能を活用した森林総合利用施設の整備を進めています。

○森林総合利用施設の整備状況

（4）自然公園の整備状況

利用者の利便性、安全性の

確保のため、駐車場や避難小

屋の整備に加え歩道の木道化

やトイレの水洗化など施設の

整備・更新を行っています。

（3）自然公園等の管理と利用者指導

自然公園等の管理と充実のため21名の自然公園管理員を配置し、高山植物の盗採の防止や、

施設の維持管理、公園利用者のマナー指導などの業務を行っています。また、自然保護意識の普

及啓発を図る中心的な施設として、ビジターセンターなどの整備に努めています。

○ビジターセンター一覧 （平成17年3月末現在）

○ ビジターセンター
自然公園を訪れる方々に自然とのふれあいに必要な情報

をきめ細かく提供する施設です。

展示や映像、ビジターセンター主催の様々な自然とのふ

れあい活動プログラムを通じて自然がわかりやすく理解で

きるようになっています。

○平成16年度自然公園施設整備の実施状況

箇所

47

1

40

41

名　　称

いこいの森

立県百年の森

森林総合利用

生活環境保全林

摘　　　要

二ツ井町

林業構造改善事業
森林空間総合整備

治山事業

箇所

1

3

1

1

名　　称

県民の森

樹園地

学習交流の森

体験の森

摘　　　要

田沢湖町

鹿角市、秋田市、田沢湖町

学習交流館場内（秋田市）

ぶなっこランド内（八森町）

135合計

工事内容 施　　　設　　　名
ト イ レ 太平山山頂トイレ（太平山）

避難小屋 唐獅子平避難小屋（鳥海）

歩　　道 田沢湖高原駒ヶ岳線歩道（十和田八幡平）

駐 車 場
駒ヶ岳情報センター駐車場（十和田八幡平）、
八望台駐車場（男鹿）

園　　地
三崎園地園路（鳥海）、きみまち阪園地（きみまち阪）、
川原毛園地（栗駒）

（平成17年3月末現在）

公　　園　　名 地 区 名 整備年度 延床面積 建設主体

十和田八幡平国立公園 八 幡 平 平 成 13 802㎡ 環 境 省

鳥海国定公園 鉾　　立 昭 和 60 378㎡ 県

秋田白神県立自然公園 素 波 里 昭 和 58 375㎡ 県

十和田八幡平国立公園 玉　　川 平 成 9 803㎡ 県
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農地、森林、沿岸地域の
環境保全機能の維持・向上

農地、森林、沿岸地域においては、水資源のかん養などの公益的機能をより充実させるとと

もに、周辺環境との調和がとれた事業を進めています。

環境と調和した農業の推進1
農業は、水資源のかん養や洪水の調節などの県土保全、有機物などの土壌への還元による生態系の保持

などに大きな役割を果たしています。

また、消費者の関心は、「安心して食べることのできる農産物へ」と変化してきています。

これからは、農業の有する自然循環機能を生かすとともに、環境への負荷をできるだけ軽減するなど、

環境と調和した農業を推進していく必要があります。

◎持続的農業総合推進事業

有機物の積極的な活用による土づくりを基本に、環境への負荷をできるだけ軽減した農業を全県的

に定着させていくため、持続性の高い農業の推進に係る県の基本的な考え方を策定しています。

また、環境と調和した農業の面的な拡大を図るため、市町村ごとに地域環境保全型農業推進方針づ

くりが進められ、平成16年度までに25市町村で策定されています。

森林の保全2
本県は、森林面積が県の面積の71％を占めるなど全国有数の森

林県です。

森林は、木材の生産という経済的機能のほか、水源のかん養・土

砂崩壊の防止や保健休養などの公益的機能を有しており、特に近

年は公益的機能について県民の関心が高まっています。

県では、「資源の循環利用林」、「水土保全林」、「森林と人との共

生林」を森林整備の基本方向とし、北東北三県の連携による「緑

のグランドデザイン」に基づく、生物多様性を保全するための「緑

の回廊」を構築するなど、森林の持つ多様な機能の維持・管理を

図ります。

○森林の概要（平成16年3月末現在）（単位：面積千ha・蓄積千m3）

区　分

国有林

民有林

面　積

376

446

総　数

49,689

90,733

蓄　　　　　積

針葉樹

25,837

65,717

広葉樹

23,853

25,016
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自然環境に配慮した漁業施設の整備3
漁港周辺には漁業生産上重要な岩礁域が広がっています。この岩礁域には、ホンダワラをはじめとす

る藻場が分布し、アワビやウニなどの大切な漁場として地域の漁業者に利用されています。また、藻場は

本県の重要な水産資源であるハタハタの産卵場でもあるほか、多くの魚種にとって稚仔魚の生育の場と

しても重要な機能を持っています。

漁港の整備に当たっては、これまでも周辺環境との調和に努めてきましたが、今後一層高まると予想

される環境保全への要請に的確に対応し、また、「資源管理型漁業」の推進により良好な資源水準を維持

しながら沿岸域の高度利用を図っていくため、自然環境との調和や周辺環境への影響を緩和する構造物、

工法などの採用を積極的に推進します。

県では、「水と緑の条例」に基づき、平成16年３月に「水と

緑」の基本計画を策定しました。今後、この基本計画により、

豊かな水と緑の秋田を創造し、次の世代に引き継いでいく

ための様々な事業や活動を、県民の皆様と手を取り合って

進めていきます。

スギの植林（五城目町）

自然調和型漁港（八森町）
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快適環境の確保

自然と人とが共存できる社会の構築の一環として、緑が身近に感じられる、快適な都市環境

を確保・創出するとともに、県民の心のよりどころとなる自然景観や歴史的・文化的遺産の保

全を行うなど、快適環境の保全・創出のための施策を行っています。

快適な都市環境の確保・創出1
本県の都市公園の整備状況は、平成16年度末で528ヶ所、1,396haで、都市計画区域人口一人当たりの

公園面積は17.2㎡となっています。

河川環境については、従来の洪水氾濫防止機能などに加え、多自然型川づくりやふるさとの川整備事業

など、各種事業を実施し、河川・海岸の環境保全と創造に努めています。

都市周辺の森林については、保健休養機能をはじめ、国土保全機能、水源かん養機能などの公益的な機

能を総合的に発揮することができる森林（生活環境保全林）の整備を積極的に進めており、整備状況は、

平成16年度末で38ヶ所、1,688haとなっています。

自然景観、歴史的・文化的遺産の保全2
本県の豊かな自然に恵まれた景観やのどかな風景を守り、心のなごむ県土を将来に引き継ぐために、

「秋田県屋外広告物条例」や「秋田県の景観を守る条例」を制定し、地域特性に応じた良好な景観の保全・

創出を推進しています。

また、県民文化の基盤を形成している由緒ある史跡や町並みなどを保存して、ふるさとの優れた歴史

的・文化的遺産を次の世代に継承していくために、「文化財保護法」や「秋田県文化財保護条例」に基づい

て文化財の指定や保護を進め、豊かで地域的な特色を持つ歴史的・文化的環境の保全と活用に努めてい

ます。

この基本方針に基づき、心豊かな生活を求める県民のふれあいの場、郷土学習の場として活用できる

歴史的環境の整備と自然環境の保全を進めています。平成16年度の事業実績は23件となっています。

○秋田県の景観を守る条例に基づく届出件数

平成６ 平成７ 平成８ 平成９ 平成10 平成11 平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 合計

93件 97件 112件 109件 88件 68件 60件 54件 28件 64件 55件 828件

史
跡
払
田
柵
跡
（
大
仙
市
仙
北
）
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環境美化への取組

道路沿いや河川敷、あるいは公園などの多くでは、ボランティアによる地道なクリーンアッ

プ活動が行われていますが、依然として空き缶やたばこの吸い殻などのポイ捨てごみが目につ

きます。

このため、県では、住みやすく、公園のように美しい秋田を目指して、市町村と連携し、県

民参加型の美化運動の推進に取り組んでいます。

美しいふるさとづくり運動の気運の醸成1
平成13年４月から施行された「秋田県ポイ捨て禁止条例」

の周知や環境美化意識の高揚を図るための啓発のため、ポ

イ捨て防止キャンペーン等を実施しています。

あきた・ビューティフル・サンデー
平成14年度から、4月第2日曜日を「あきた・ビューティフル・サンデー」、

4月を「あきた・クリーン強調月間」と定め、雪解け後の身近な環境のクリーン

アップを呼びかけています。

平成16年度の実施状況 平成17年度の実施状況

実施日：平成16年4月11日 実施日：平成17年4月10日

参加者：42市町村、約100,600人 参加者：24市町村、約63,300人

（4月中：68市町村、約149,100人） （4月中：42市町村、約115,200人）

●美化シンボルマークは「クリンちゃん」
秋田県の美化活動のシンボルマーク、名前はクリンちゃ
んです。
星やハートなど３つのマークは「花（ハート）・緑（葉）・

夢（星）」を図案化したもので、これらのマークを人（私た
ち）が広げた両腕の中に抱える構図となっています。
広げた両腕から飛び出そうとするマークは、私たちが自
らの手で美化に取り組むことにより、未来に向かって秋田
県の環境が向上していくことをイメージしています。

全県的な環境美化活動の輪づくり2
（1）連携クリーンアップ

（2）通勤途中のクリーンアップデー

小中学校や各種団体が実施するクリーンアップ活動

に参加し、協働して環境美化活動を推進しています。

積雪期を除く毎月第４金曜日を「通勤途中のクリー

ンアップデー」とし、県職員が率先してごみ拾いを行

いました。

なお、平成17年４月からは、「通勤途中のクリーン

アップデー」を「みんなでクリーンアップ作戦」とし、

企業等にも参加を呼びかけながら、年３回県庁舎周辺

や夏祭り会場、国体会場などをクリーンアップしてい

ます。

小坂町立七滝小学校のクリーンアップの様子

ポイ捨て防止キャンペーンの様子
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大気環境

大気の汚染は、ぜん息、呼吸器疾患、花粉症などの健康被害や動植物の生態系への悪影響を

もたらします。また、近年では身の回りの問題だけでなく、酸性雨など地球規模の問題にまで

その範囲は広がっています。大気汚染の原因は、工場・事業場から出されるばい煙や自動車の

排ガスなど、ほとんどが人間活動によってもたらされるものです。県及び秋田市では、大気汚

染防止法や秋田県公害防止条例に基づき、健康で暮らし良い生活環境の実現のために、良好な

大気環境の保全に努めています。

大気汚染の状況1
大気環境はおおむね良好な状態を保っています。

二酸化硫黄（21局）、二酸化窒素（20局）、一酸化炭素（５局）及び浮遊粒子状物質（26局）は、全測定局

で環境基準を達成しました。また、光化学オキシダントは、全測定局（５局）で環境基準を達成できません

でしたが、光化学スモッグの発生は見られません。

このほか、２地点で測定を行っている降下ばいじんについては、年平均値が良好な環境の目安となる

10t／km2／月を下回っています。

また、県内では酸性雨が観測されていますが、被害は報告されていません。

○大気汚染物質の濃度（年平均値）

○降下ばいじんの年平均値の経年変化 ○酸性雨の経年変化

（t/�/月)

（年度)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

151413121110987

秋田高専 秋田南高校 

16
4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

15 161413121110987

（pH)

（年度)

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

151413121110987

浮遊粒子状物質（単位：mg/�)

二酸化窒素（自動車排出ガス測定局）（単位：ppm)

二酸化窒素（一般環境大気測定局）（単位：ppm)

二酸化硫黄（単位：ppm)

（ppm) （mg/�)

（年度)16
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大気汚染の防止対策2
工場・事業場に対して排出抑制を指導するとともに、一般環境大気測定局や自動車排出ガス測定局の適

正な配置等を行い、県内の大気汚染の状況の把握に努めています。また、稲わらスモッグの発生防止のた

め、「稲わら焼き禁止」の指導、普及・啓発を行っています。

発ガン性等の人の健康に有害な影響を及ぼすおそれがある有害大気汚染物質についてモニタリングを実

施していますが、環境基準が定められているベンゼン等４物質については、基準を超える値は検出されて

いません。

（μg/�）○有害大気汚染物質の調査結果（平成16年度）

測定地点 ベンゼン トリクロロ
エチレン

テトラクロロ
エチレン

ジクロロ
メタン

大　館　局 1.10 0.07 0.053 0.54

横手自排局 1.30 0.13 0.050 0.46

船　川　局 0.63 0.07 0.044 0.25

将 軍 野 局 1.00 0.05 <0.5 <0.50

土崎公民館 1.10 0.06 －00 －00

自 排 茨 島 1.50 0.14 －00 0.60

環 境 基 準 3.00 2000 200 150

○二酸化硫黄
石油や石炭などの燃料中に含まれる硫黄分の燃焼酸化により発生する物質です。この物質は呼吸
器系に対して有害であるほか、酸性雨の原因にもなります。

○二酸化窒素
燃焼により発生した一酸化窒素の酸化で生成する物質で、呼吸器系に対して有害です。

○浮遊粒子状物質
大気中に浮遊している半径10μm以下の粒子状物質のことをいいます。大気中での滞留時間が長
く、呼吸器系に影響を及ぼします。

○ppm
百万分率のことで、例えば１ｍ3の大気中にある物質が１m�含まれている場合、その物質の濃度
を１ppmと表現します。

○酸性雨
pH5.6よりも低い数値をもつ酸性が強い雨をいいます。工場や自動車から排出される硫黄酸化物
や窒素酸化物が主な原因といわれています。

○有害大気汚染物質
継続的に摂取した場合に、人の健康を損なうおそれがある物質として、現在、234種類の有害大

気汚染物質がリストアップされています。そのうち、トリクロロエチレン、ダイオキシン類など22
物質がモニタリングなどの優先的な取組物質となっています。

大気汚染防止法により、石綿（アスベスト）を含有する製品

の製造の用に供する施設（切断機など９施設）は、特定粉じ

ん発生施設として規制されていますが、県内に該当施設はあ

りません。



※ グラフ内の数値は達成・未達成の水域数 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

海域 12

湖沼 4 9

河川 95 2

全水域 111 12

達成 
未達成 

1

14 白書本編の関連頁　65

水環境

県内の河川、湖沼、海域及び地下水の良好な水質を維持するため、水質汚濁防止法や秋田県公

害防止条例に基づき、公共用水域や地下水の水質監視、工場・事業場の排水の監視指導を行って

います。また、長期にわたり環境基準が未達成となっている十和田湖及び八郎湖や酸性化した田

沢湖の三大湖沼については、関係機関と連携して、それぞれの湖の特性に合わせた水質保全対策

に取り組んでいます。

水質汚濁の現況1
（1）公共用水域

平成16年度の公共用水域の水質調査の結果、水質汚濁に関する環境基準のうち、「人の健康の保護

に関する項目（健康項目）」については、１地点において鉛が環境基準値を超えましたが、それ以外の

調査地点では環境基準を達成しました。

また、水質汚濁に関する環境基準の「生活環境の保全に関する項目（生活環境項目）」のうち、BOD

（河川）若しくはCOD（湖沼、海域）の環境基準達成率は公共用水域全体で90.2％となっており、その

内訳は河川で97.9％、湖沼で30.8％、海域で92.3％でした。環境基準を達成していないのは、八郎湖

をはじめとする富栄養化湖沼が主で、河川は２水域、海域は１水域となっています。

○環境基準達成水域割合

（2）地下水

（3）水質事故

県内の58地点について、地下水水質の概況調査を行ったところ、１地点でふっ素及びほう素、３地

点で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の項目が環境基準値を超えました。

また、過去の概況調査で環境基準を超えた項目がある10地区については、地下水水質の定期モニ

タリング調査を行いました。

平成16年度に県内で起こった油の流出や魚類のへい死等の水質関係の事故は62件でした。この

うち約８割は灯油等の燃料油の流出によるもので、作業ミス・不注意といった人為的なものや、配管

の腐蝕や接続不良によるものが多く、住宅のホームタンク等や工場・事業所で多く発生しています。
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白書本編の関連頁　65

○公共用水域
河川、湖沼、港湾、海岸地域その他公共の用に供する水域及びこれに接続する水路（終末処理場に流

入する下水道を除く。）をいいます（水質汚濁防止法第２条第１項）。

○健康項目
公共用水域の水質汚濁に係る環境基準で、人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準

として設定された項目。平成11年２月22日に環境基準の一部が改正され、新たに３項目が追加され

たことから次の26項目となりました。

（1）カドミウム（2）全シアン（3）鉛（4）六価クロム（5）砒素（6）総水銀

（7）アルキル水銀（8）PCB （9）ジクロロメタン（10）四塩化炭素

（11）1,2-ジクロロエタン（12）1,1-ジクロロエチレン

（13）シス-1,2-ジクロロエチレン（14）1,1,1-トリクロロエタン

（15）1,1,2-トリクロロエタン（16）トリクロロエチレン

（17）テトラクロロエチレン（18）1,3-ジクロロプロペン（19）チウラム

（20）シマジン（21）チオベンカルブ（22）ベンゼン（23）セレン

（24）硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素（25）ふっ素（26）ほう素

○生活環境項目
水質汚濁物質の中で、生活環境に悪影響を及ぼすおそれのあるものとして定められた項目で、水素

イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量（BOD）、化学的酸素要求量（COD）、浮遊物質量（SS）、溶

存酸素量（DO）、大腸菌群数、ｎーヘキサン抽出物質、全窒素及び全りんをいいます。

○BOD（生物化学的酸素要求量、Biochemical Oxygen Demand）
水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量。河川の汚濁状況を示

す代表的な指標で、数値が大きいほど汚濁が進んでいるといえます。

○COD（化学的酸素要求量、Chemical Oxygen Demand）
水中の有機物が酸化剤で化学的に分解された際に消費される酸素の量。海域・湖沼の汚濁状況を示

す代表的な指標で、数値が大きいほど、汚濁が進んでいるといえます。

水生生物調査の様子
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水質汚濁の防止対策2
公共用水域及び地下水の水質汚濁状況や環境基準の維持達成状況を把握するため、水質汚濁防止

法に基づき、測定計画を策定して水質の監視を行っています。また、人為的に地下水の水質が汚染さ

れた場合には、原因者に対して汚染浄化対策を指導しています。

一方、水質汚濁の一因である工場・事業場の排水対策としては、立入検査を実施することにより、

排水基準の遵守を指導しています。

また、生活排水対策については、下水道等の施設が整備されるまでの間は地域住民の意識によると

ころが大きいことから、パンフレットの作成配布などの普及啓発活動を実施し、市町村及び地域住民

と一体になった取組に努めています。

（1）公共用水域及び地下水

（2）三大湖沼対策

○三大湖沼

ア）十和田湖

十和田湖の水質保全対策については、平成13年８月に策定された「十和田湖水質・生態系改善行

動指針」に沿って、青森県と連携して十和田湖の水質調査や下水道未接続事業者への指導等を実施

しています。

イ）八郎湖

八郎湖の水質汚濁に対処するため、これまでも様々な取組が行われてきていますが、八郎湖の水

質汚濁機構は複雑かつ多岐にわたるため、何かひとつの方法で湖全体の水質改善が可能になる対策

を見出すことは困難です。しかしながら、八郎湖の水質改善が一歩でも先へ進むよう現実的な対策事

業の検討と実施、地域住民のニーズにも配慮した流域対策や湖内対策、周辺地域住民や事業者への啓

発活動等いろいろな側面から取組を継続していくことが必要となります。

十和田湖
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白書本編の関連頁　65

ウ）田沢湖

田沢湖の酸性化は玉川の酸性河川

水を導水したことによるもので、湖水

の中性化は導水している玉川酸性水の

中和処理事業を通じて行われていま

す。酸性化した田沢湖のpHは、湖に導

水されている玉川酸性水の中和が進む

に従って次第に改善されてきています

が、玉川源泉の酸度の急激な上昇によ

り、ここ数年は低下傾向にあります。

また、湖の深い部分では改善の速度が

遅く、湖水全体のpHが中性化されるま

でには相当の年月を要するものと考え

られます。このため、玉川酸性水中和

処理事業が的確に行われるよう湖や

河川の水質の調査を継続しています。

田沢湖

八郎湖

三大湖沼のうち八郎湖については、平成15年度より水質浄

化シミュレーション事業に着手しており、どのような対策が

どのくらい水質改善に効果があるのかを科学的な知見に基づ

き見極めることとしています。
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その他の公害の現況及び防止対策

騒音・振動・悪臭は、感覚公害と呼ばれ、特に日常生活に密着している公害です。そのなか

でも、悪臭に関する苦情が多くなっています。

また、県では、鉱山からの坑廃水等によりカドミウム等が蓄積した土壌の対策を行っています。

騒音・振動・悪臭の現況1
騒音については全般的に静かな生活環境が保たれていますが、主要幹線道路、工場周辺では影響が見ら

れます。騒音に係る苦情は41件でした。また、秋田空港周辺地域における航空機騒音に係る環境基準は

達成しています。

振動に係る苦情は例年少なく、６件でした。

悪臭に係る苦情は54件で、典型７公害の21％を占めており、感覚公害の代表的なものとなっています。

従来から苦情の原因とされてきた畜産業のほか、家庭生活を発生源とする苦情が多くを占め、いわゆる都

市型といわれる身の回りから発生する悪臭への苦情が目立ちました。

○秋田空港周辺航空機騒音調査結果

騒音・振動・悪臭の防止対策2
騒音については、騒音規制法による規制地域の指定を9市13町で実施しており、同法に基づき各市町が

工場・事業場の騒音発生施設の届出受理、立入検査及び指導等を行っています。平成16年度末の届出施

設数は903工場・事業場、3,868施設となっています。飲食店や家庭から発生する近隣騒音については、

「近隣騒音防止指導指針」を定め、苦情の処理や未然防止に努めています。

振動については、振動規制法による規制地域の指定を9市で実施しており、同法に基づき各市が工場・

事業場の振動発生施設の届出受理、立入検査及び指導等を行っています。平成16年度末の届出施設数は

349工場・事業場、1,235施設となっています。

悪臭については、悪臭防止法による規制地域の指定を6市で実施しており、アンモニアやメチルメルカ

プタンなどの22物質について規制基準を設定することにより、工場・事業場における活動に伴って発生

する悪臭物質を規制しています。

環境基準 藤   森 安養寺 堤   根 

60

65

70

75

80

（年度)161514131211

（WECPNL） 
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白書本編の関連頁　98

○法律に基づく指定地域

鉱山鉱害の現況及び防止対策3
本県は我が国有数の鉱山県であり、県北部で黒鉱を採掘していた３鉱山が平成５年度末に閉山するま

で、銅は全国産出量の５割以上で第１位、鉛、亜鉛等も各々上位を占めていました。現在は稼働中の鉱

山はなくなり、248の休廃止鉱山を数えるに至っています。

これら多くの鉱山からの坑内水等によって鉱害問題が発生し、特に、カドミウム等の重金属による農

用地の土壌汚染が大きな社会問題となりました。

本県における汚染農用地の面積は、昭和45年度から実施した調査の結果1,683haで、このうち1,571ha

（14市町、22地域）を「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」第３条の規定に基づき、農用地土壌汚

染対策地域に指定してきました。

汚染対策地域については、公害防除特別土地改良事業等を昭和48年度から実施しており、これまで

17市町29地域、合計1,560haで、客土等の工事が完了しています。

また、未対策地域やカドミウム含有米の発生するおそれのある地域については、生産防止対策として

カドミウム吸収抑制のための土壌改良資材の施用や湛水管理の徹底、流通防止対策として集荷時の自主

ロット調査等を行い、生産から流通に至る各段階で、秋田米の安全性を確保しています。

なお、自主ロット調査等の結果、食品衛生法の基準である1.0ppmを超えた玄米については、県が買

い入れ後、焼却処分を行っています。また、国の自主的な流通基準である0.4ppm以上1.0ppm未満の玄

米は、国が補助事業により買い上げ処理をしています。

土壌汚染の現況及び防止対策4
土壌汚染への対策は、汚染の未然防止と既に発生した汚染の浄化等の対策に大別され、このうち汚染

の未然防止については、水質汚濁防止法による有害物質の地下浸透の規制、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律による廃棄物の埋立方法の規制等により一定の対策が進められてきています。

一方、既に発生した汚染への対策については、平成３年に人の健康を保護する上で維持されることが

望ましい基準として土壌環境基準が定められたこと、また、平成11年に「土壌・地下水汚染に係る調

査・対策指針」が策定されたこと等により行政指導という形で取り組みを進めてきました。

このような取組は一定の成果をあげてきたものの、法規制上の制約等があることから土壌汚染対策に

関する法制度の確立が社会的要請となっていました。

こういった要請を受け、土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止

に関する措置を定めること等により、人の健康を保護することを目的とした、「土壌汚染対策法」が平

成14年５月29日に公布されました。

なお、平成16年度末現在、県内における土壌汚染対策法に基づく指定区域はありません。

騒音規制法の指定地域 秋田市、能代市、横手市、大館市、本荘市、男鹿市、湯沢市、大曲市、

鹿角市、鷹巣町、比内町、二ツ井町、五城目町、昭和町、飯田川町、天王町、

井川町、仁賀保町、象潟町、角館町、田沢湖町、十文字町

振動規制法の指定地域 秋田市、能代市、横手市、大館市、本荘市、男鹿市、湯沢市、大曲市、鹿角市

悪臭防止法の指定地域 秋田市、能代市、大館市、男鹿市、大曲市、鹿角市
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県では、土壌汚染対策法の施行に伴い、指定区域から搬出され

る汚染土壌の浄化施設を知事が認定するための手続及び維持管理

を定めた「秋田県汚染土壌浄化施設の設置及び維持管理に関する

指導要綱」を平成15年３月に制定し、汚染土壌の適正処理の推進

を図っています。

なお、大館市の花岡鉱業（株）、同和クリーンテックス（株）を汚

染土壌の浄化施設として土壌汚染対策法の施行後、国内で初めて

認定しました。

○WECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル、Weighted equivalent continuous perceived noise level）
ある場所における１日当たりの航空機騒音の大きさを表す単位。１機ごとの騒音レベルだ

けでなく、飛来時間や機数をも考慮したものです。秋田空港ではWECPNLで評価しており、

大館能代空港ではLden（時間帯補正等価騒音レベル）を用いて騒音の状況を評価しています。

○カドミウム含有米
カドミウムに汚染された農地で稲作栽培を行うことにより、土壌中のカドミウムが稲に吸

収移行することがあります。その結果、基準値以上のカドミウムを含んだ米を含有米といっ

ています。

カドミウム含有米の発生防止のためには、汚染された土壌を汚染されていない土壌と置き

換える客土などの恒久的な対策や、出穂期前後各３週間の間、常に田面を湛水状態にしてカ

ドミウムの吸収を抑制する栽培技術があります。

○自主ロット調査
カドミウム含有米が発生するおそれのある地域を対象に、ＪＡなどの出荷団体が食品衛生

法に準じて行っている自主的な調査で、出荷された米を生産者・出荷日・品種・等級ごとに

分析を行い、基準値以下の安全な米だけを流通させるための対策です。

農用地の汚染土壌の復元対策



県内の10ゴルフ場について、排出

水中に含まれる農薬の実態調査を行

いましたが、いずれも検出下限値未

満でした。

県内16地点の水質について、内分泌かく乱作用が疑われている化学物質等の調査を実施しました。

その結果、PCB、ノニルフェノール、ビスフェノールA、フタル酸ジ-2-エチルヘキシル、アジピン

酸ジ-2-エチルヘキシル、17β-エス

トラジオールの６種類の物質が検出

されましたが、全て平成15年度に国

が実施した全国調査の範囲内で低レ

ベルでした。
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化学物質対策

私たちの身の回りのあらゆる分野で様々な化学物質が使用されている一方で、製品の製造や

使用、廃棄の過程で環境中に排出され、人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれが生じてき

ています。

近年では新しい化学物質問題として、ダイオキシン類や環境ホルモンへの関心が高まってい

ます。

また、化学物質の新しい管理の仕組みとして平成11年に「特定化学物質の環境への排出量の

把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」が施行されました。

（2）環境ホルモンの現況

検　出　物　質 用　　　　途

ポリ塩化ビフェニル類（PCB） 熱媒体、電気製品

ノニルフェノール 界面活性剤の原料

ビスフェノールＡ プラスチック原料

フタル酸ジ-2-エチルヘキシル プラスチックの可塑剤

アジピン酸ジ-2-エチルヘキシル プラスチックの可塑剤

17β-エストラジオール 人畜由来女性ホルモン

平成16年度調査で検出された物質

化学物質による汚染等の現況1
環境基準の適合状況を把握するために、一般環境大気、公共用水域水質・底質、地下水質及び土壌

のダイオキシン類の汚染状況について常時監視を行いましたが、すべての地点で環境基準を達成して

いました。

（1）ダイオキシン類の状況

調査対象 区　分
測　定　　　 測　定　結　果

環境基準
地点数 最小値 最大値 単　位

大　気 11 0.0083 0.028 pg-TEQ/m3 0.6

水　質 河　川 23 0.041 0.51 pg-TEQ/� 1

湖　沼 04 0.065 0.11 pg-TEQ/� 1

海　域 10 0.023 0.15 pg-TEQ/� 1

底　質 河　川 14 0.24 7.9 pg-TEQ/g 150

湖　沼 02 0.62 3.3 pg-TEQ/g 150

海　域 06 0.28 10. pg-TEQ/g 150

地下水質 12 0.012 0.093 pg-TEQ/� 1

土　壌 一般地域 42 0.020 22. pg-TEQ/g 1000

周辺地域 07 0.060 3.7 pg-TEQ/g 1000

○平成16年度ダイオキシン類常時監視結果

（3）ゴルフ場農薬調査



国による平成15年の全国におけるダイオキシン類の推計

排出量は、平成９年からの６年間で約95％削減され、国の掲

げた削減目標（約９割削減）が達成されました。
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化学物質による汚染防止対策2
一般環境大気、公共用水域水質・底質、地下

水質及び土壌について常時監視を行い、環境

基準の達成状況を把握するとともに、法令に

基づく自主測定の実施、排出基準検査（行政

検査）等、監視・指導を強化して発生源から

のダイオキシン類排出量の削減に努め、これ

らの結果を公表しています。

（1）ダイオキシン対策

排出水の調査を行うほか、行政指導、排出水の自主検査、農薬の使用状況報告等事業者に対する
農薬の適正使用を指導しています。

PRTR法施行後、法に定める354化学物質の排出量等の把握・公表が行われ、多くの化学物質の環

境への排出実態が明らかになりました。平成15年度の排出量等は、540事業所からの届出があり、届

出排出量は11,550トン／年（全国290,508トン／年）、届出移動量は1,248トン／年（全国239,556

トン／年）、国が推計した届出外排出量は3,688トン／年（全国341,803トン／年）でした。

（3）ゴルフ場農薬対策

（4）化学物質の管理促進対策

県内の環境ホルモンの実態を明らかにす

るため、河川、湖沼、海域における調査を行

い、その結果を公表しています。

（2）環境ホルモン対策

○ダイオキシン類
水に溶けにくく、蒸発しにくいほか、他の物質とも簡単には反応しない性質をもっている化学物

質です。

「ダイオキシン類対策特別措置法」において、ポリ塩化ジベンゾｰパラｰジオキシン（PCDD）、ポ

リ塩化ジベンゾフラン（PCDF）及びコプラナーポリ塩化ビフェニル（Co-PCB）を合わせて「ダイ

オキシン類」と定義しています。

ダイオキシン類は、ゴミ焼却のほか、炭素・酸素・水素・塩素が熱せられる過程で自然にできてし

まう副生成物です。

○内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）
動物の生体内に取り込まれた場合に、生体内の正常なホルモン作用に影響を与える化学物質で、

1998年に環境庁（現環境省）がとりまとめた「環境ホルモン戦略計画SPEED'98」（2000.11月改

訂）には、環境ホルモン作用を有すると疑われている65の化学物質が掲げられています。

ダイオキシン類分析棟（県環境センター）



○一人一日当たりの排出量

○リサイクル率
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廃棄物対策、リサイクル

循環型社会の構築を目指して、県では平成14年５月に、廃棄物全体の減量化の目標量（排出

量、再生利用量、最終処分量）や廃棄物処理に当たっての基本方針を定めた「秋田県廃棄物処

理計画」を策定しました。

本県においては、県民の環境への関心の高まりなどにより、廃棄物の減量化やリサイクルの

進展が見られますが、本計画に基づき、今後とも、県民、事業者、処理業者、行政がお互いに

協力しながら、廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）

の「３Ｒ」と適正処理に関する施策を総合的かつ計画的に推進していきます。

一般廃棄物の現況1
平成15年度に排出された一般廃棄物の量は47万トンと、前年度に比べ約２千トン増加しました。これ

は、県民が一人一日当たり1,089グラムを排出したことになり、前年度に比べ12グラム増加したことに

なります。また、リサイクル率は、21.1％となり、0.8ポイント伸びています。

「秋田県廃棄物処理計画」に掲げている、平成22年度までに県民一人一日当たり890グラム、リサイク

ル率24.1％とする目標の実現に向け、一層の減量化・リサイクルに努める必要があります。
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産業廃棄物の現況2
平成15年度の中間処理実績は160.2万トンで、平成14年度に比べ、0.6万トンの増加となっています。

平成８年度以降は処理業者による処理量が全体の８割を超える状況にあり、県内で発生する産業廃棄物

の中間処理は、処理業者に大きく依存している状況にあります。

最終処分については、安定型処分場で7.6万トン、管理型処分場で87.9万トン、合計で95.5万トンが埋

め立てされています。このうち、事業者の自社処分量が66.7万トンと、総埋立量の69.8％を占めています。

近年の最終処分量は、おおむね横ばい傾向にあり、また、事業者の自社処分や秋田県環境保全センターで

の処分が多いことから、処理業者による処理は最終処分量の17％程度にとどまっています。

廃棄物処理対策3

○産業廃棄物処理実績の推移

年　度 11 12 13 14 15

中間処理 110.3 158.6 141.2 159.6 160.2

最終処分 105.8 097.4 093.6 087.3 095.5

（単位：万ｔ）

※最終処分には鉱山保安法適用分を含む。

秋田県環境保全センターの全景

循環型社会の構築に向けて、地域実践活動に重点を置いた住民参加型の「ごみゼロあきた推進事

業」を広く展開しています。

また、一般廃棄物処理施設については、全般的に施設の老朽化、処理能力の低下等が見られること

から、監視指導を強化するとともに、市町村等に対して、維持管理の徹底と自主管理体制の強化、施

設の計画的な整備について指導しています。

（1）一般廃棄物の処理対策
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産業廃棄物の排出抑制、減量化、再生利用や処理施設の適正な維持管理などについて、排出事業

者、処理業者等を指導しています。また、不法投棄や不適正処理を防止するため、全県８保健所に立

入調査権を付与した「環境監視員」及び専用の監視車を配置するとともに、広域連携によるスカイパ

トロール、合同パトロールの実施など監視体制を強化しています。

なお、県内の最終処分場を確保するため、平成15年度から新たに秋田県環境保全センターＤ区処

分場の工事に着手しており、平成18年度から使用開始予定となっています。

（2）産業廃棄物の処理対策

○平成16年度廃棄物関係監視指導状況

分
類

一
般
廃
棄
物

産
業
廃
棄
物

浄
化
槽

し尿処理施設

ごみ処理施設

埋立処分場

その他の施設等

小　　　計

医療廃棄物排出事業所

特定有害産廃排出事業所

ＰＣＢ機器等保管事業所

その他事業所

産業廃棄物排出事業所

事業者及び公共

処分業者

再生利用施設

産業廃棄物収集運搬業者

小　　　計

浄　化　槽

浄化槽保守点検業者

小　　　計

不法投棄監視

合　　　計

特別管理
産 業 廃
棄物排出
事 業 所

項目

施設
監視

件数

１０

１５

３０

３

５８

６８

６０

１８０

１２

３５３

６５

３０７

０

１０１

１,１４６

２７０

２４

２９４

２６６

１,７６４

口頭

０

１

５

１

７

１７

１

１６

０

９１

２

５３

０

２２

２０２

５

２

７

４４

２６０

文書

０

１

０

０

１

０

０

０

０

１５

２

１３

０

５

３５

３

０

３

２９

６８

指　導　件　数

監視指導件数

処理

施設



循環型社会を構築するためには、これまでの規制的手法に加えて、市場原理を活用した経済的手法が

有効であるとの観点から、「産業廃棄物税条例」と「県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関する条

例」を平成14年12月に制定し、平成16年１月から施行しています。

（1）産業廃棄物税制度

産業廃棄物の発生抑制、減量化・リサイクルの促進に関する費用に充てることを目的とし、最終処

分場に搬入される産業廃棄物１トンにつき1,000円の税を排出事業者に負担していただきます。

（2）県外産廃に関する事前協議・環境保全協力金制度

県外で発生した産業廃棄物を県内で処分するために搬入する場合、排出事業者には、その種類・

数量についてあらかじめ県と協議を行い、その協議内容に基づき、産業廃棄物の適正処理を行うこ

とと、次に掲げる処分目的別に環境保全協力金を納入することを内容とする協定を締結していただ

きます。

・最終処分：1トン当たり…500円・中間処理：1トン当たり…200円・リサイクル：1トン当たり…50円

（3）産廃税及び環境保全協力金を財源とした事業

平成16年度においては、リサイクル製品の普及拡大、トラックスケールの設置費補助、環境監視員

の配置及び協力金システムの構築等の事業に充当しています。

リサイクル産業の育成並びに資源の循環的な利用及び廃棄物の減量化を図り、もって循環型社会

の形成に資することを目的として平成16年３月に制定しました。

同年４月１日からこの条例に基づくリサイクル製品認定制度がスタートし、17年３月には99製

品が認定されています。

26 白書本編の関連頁　117

産業廃棄物税制度と県外産廃に関する
事前協議・環境保全協力金制度

4

○秋田県リサイクル製品認定制度における製品認定までの流れ

平成16年度に始まった秋田県リサイクル製品認定制度に

より、16年度末で溶融スラグ入りコンクリート製品など99製

品が認定されています。

平成16年度の県の公共事業ではバーク堆肥など21製品が

利用され、認定製品の調達総額は２億７百万円に上ります。

認　定 

○原則として年２回募集 募集期間 募　集 

○環境あきた創造課で受付 
　※申請手数料は無料 

申請窓口 申　請 

○条例第６条第１項各号の規定による 

○外部の学識経験者等で構成 
※あらかじめ、庁内関係課で構成する 
　幹事会おいて予備審査を行う。 

○５年間 

認定要件 

認定審査委員会 

認定期間 

審　査 

認　定 

認定マーク 

秋田県リサイクル製品の認定及び利用の推進に関する条例５
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○産業廃棄物税と環境保全協力金の関係

環境保全協力金 

産業廃棄物税 

県外で発生する産業廃棄物 

県内で発生する産業廃棄物 

秋田 
県内 

(1)最終処分場に直接 
　 搬入する場合 

環境保全協力金 
500円／トン 

産廃税 
1,000円／トン 

産廃税　1,000円／トン 

環境保全協力金 
200円／トン 

環境保全協力金 
50円／トン 

中間処理施設 

中間処理施設 
（リサイクル関連施設を含む） 

最　終　処　分　場 

リサイクル関連施設 

(2)中間処理施設に 
　 搬入する場合 

(3)リサイクル関連施 
　 設に搬入する場合 
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公害紛争の処理及び環境事犯の取締り

公害に関する苦情は、私たちの生活様式の変化に伴って多様化してきています。これらに適

切に対応するために、県や市町村、警察では窓口を設置し苦情の受理や処理を行っています。

公害に関する苦情1
平成16年度に県や市町村が新規に受付した公害苦情件数は327件で、15年度に比べて117件（26.4％）

減少しました。

公害苦情件数を典型７公害とそれ以外のものに分けてみると、典型７公害の苦情は253件で15年度に

比べて37件（12.8％）減少し、典型７公害以外の苦情は74件で80件（51.9％）減少しました。

また、平成16年度の苦情の処理率は92.5％でした。

公害に関する紛争の処理2
公害に係る紛争については、民事訴訟による司法的解決とは別に、紛争を迅速かつ適切に解決するため

公害紛争処理制度が設けられています。

昭和45年６月に制定された公害紛争処理法に基づき、国においては公害等調整委員会が裁定、あっせん、

調停及び仲裁を行い、都道府県においては公害審査会があっせん、調停及び仲裁を行います。

本県においては、昭和45年11月に秋田県公害紛争処理条例が施行され、秋田県公害審査会が設置され

ています。平成16年度にこの審査会の審査に付された事例はありませんでした。

○公害苦情件数内訳

典型７公害 
253件 

大気汚染 
45.5% 
115件 
 

悪臭 
21.3% 
54件 

土壌汚染 
0.4% 1件 

水質汚濁 
14.2% 36件 

 

振動 
2.4％ 
6件 

騒音 
16.2% 
41件 

典型７公害 
以外の公害 
74件 

廃棄物投棄 
83.8% 
62件 
 

その他 
16.2% 
12件 
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環境事犯の取締り3
警察では、県民の生活環境を破壊し、日常生活と健康を脅かしている悪質な環境犯罪を未然に防止する

とともに、悪質な違反者を摘発するため平成12年から実施している「美の国あきたクリーン作戦」を継続

して行い、特に①「廃棄物の不適切処理事犯」、②「自然環境を破壊する事犯」、③「生活環境を侵害する事

犯」の違反に重点をおいて強力な取締りを推進しました。

○環境事犯の検挙状況

平成16年 平成15年 増減

（件） （件） （件）

合　　　　　計 217 196 21

廃棄物処理法違反 206 184 22

漁業法違反 6 7 △ 1

河川法違反 1 3 △ 2

森林法違反 3 3

自然公園法違反 1 1

文化財保護法違反 1 △ 1

その他（建設リサイクル法違反） 1 △ 1

年別
法令別

○典型７公害
環境基本法で規定されている公害で、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、

振動、地盤の沈下及び悪臭をいいます。
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地球環境問題への本県の取組

近年、地球温暖化やフロンによるオゾン層の破壊、熱帯雨林の減少等地球的規模での環境問

題が大きく取り上げられてきており、国際的な取組の気運が急速に高まっています。

本県では、「秋田県環境基本条例」を受けて平成10年3月に策定した「秋田県環境基本計画」

において、かけがえのない地球の環境を保全するために県民がそれぞれの立場で担うべき役割

を明らかにするとともに、同基本計画に謳う「風かおる緑豊かな秋田を将来へ」継承すること

を目指して、各種の取組を進めています。

地球温暖化対策1
県では、平成11年３月に地球温暖化対策に関する秋田県全体のマスタープランとなる「温暖化対策 美

の国あきた計画」を策定し、省エネルギー、アイドリングストップ運動、リサイクルの促進などを「花まるっ

チャレンジ」という行動計画として定め、県民、事業者、行政がそれぞれの立場で、積極的な取組を展開

するよう普及啓発に努めています。また、平成16年８月に指定した秋田県地球温暖化防止活動推進セン

ターとの連携を強化し、平成13年６月から委嘱している全県各地の「地球温暖化防止活動推進員」の活

動等も通じながら、これらの内容の一層の周知を図るなど、様々な啓発活動を行っているほか、平成９年

度に県民や事業者、行政機関等に広く呼びかけて始めた「アイドリング・ストップ運動」も引き続いて実

施しています。なお、「温暖化対策 美の国あきた計画」では、「県民、事業者、行政のそれぞれの努力によ

り、2010年における二酸化炭素の排出量を1990年レベル（688万t-CO2）に抑制します。」という目標を

掲げています。

地方公共団体については、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、自らの事務・事業に関する

電気や燃料等のエネルギーの節約などの行動を盛り込んだ実行計画を策定し、実行することとしていま

す。県では、平成13年３月にISO14001の規格に適合すると認証された「秋田県庁環境マネジメントシ

ステム」に基づき、環境に配慮した事務・事業の推進に取り組んでいます。

○秋田県の二酸化炭素排出量の推移

「アイドリングストップ」のステッカー

0 200 400 600 800 1000

2000年 

1996年 

1990年 687.8

886.7

899.5

（万ｔ-CO2)

■ エネルギー転換部門：石炭や石油などの一次エネルギーを電力などの二次エネルギーに転換 
 する部門。発電所などがこれに当たる。 
 
■ 産 　 業 　 部 　 門：農林水産業、鉱業、製造業の産業活動に伴う燃料用エネルギー及び電 
 力消費から排出される部門 
 
■ 民生部門（家庭系）：家庭での電気、ガス、灯油の消費から排出される部門 
 
■ 民生部門（業務系）：業務用建物での電気、ガス、灯油、重油等の消費から排出される部門 
 
■ 運 　 輸 　 部 　 門：自動車、鉄道、船舶、航空で使用される燃料や鉄道運転用電力の消費 
 から排出される部門 
 
■ 廃 棄 物 部 門 ：一般廃棄物、産業廃棄物及び下水道汚泥の焼却から排出される部門 



「秋田県地球温暖化防止活動推進センター」
温暖化防止に関する啓発・広報のための情報提供や民間活動

を支援するための拠点として、「地球温暖化対策の推進に関する

法律」に基づいてＮＰＯ法人環境あきた県民フォーラムを平成

16年８月にセンターとして認定しました。
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オゾン層保護対策2
オゾン層保護対策について県では、平成６年10月に「秋田県フロン問題対策連絡会議」を設置し、オゾ

ン層保護に関する啓発や、フロン等の回収等について庁内各課が連携しながら対策を推進してきたほか、

平成７年７月には県や市、関係業界で構成する「秋田県フロン回収推進会議」を設置し、市町村と関係業

界がその回収を行うなど、フロンの効果的な回収及び処理に係る体制の整備に取り組んできました。さ

らに、自動車工業会、冷凍空調設備工業会など業界によるフロン回収の取組も進んできたことから「推進

会議」では、平成11年度末に「フロン回収協力店登録制度」を制定し、効果的なフロン回収の推進に努め

てきました。

平成13年６月の「フロン回収破壊法」の制定によって、業務用冷凍空調機器及びカーエアコンに充填

された冷媒フロンの回収・破壊制度が確立し、「推進会議」の主な活動が法制化されましたが、適正なフロ

ンの回収・破壊に関する業界と行政の情報交換は引き続いて必要との認識から、「秋田県フロン回収推進

協議会」と改称し、継続しています。

なお、カーエアコンに関するフロン類の引取り及び回収については、平成17年１月より「自動車リサイ

クル法」に登録制度が移行しました。

秋田県新エネルギービジョン3
本県では、新エネルギーの積極的な導入を促進するため、平成11年３月に「秋田県新エネルギービジョ

ン」を策定、平成16年３月に改訂を行いました。このビジョンでは、新エネルギーの2010年度の活用目

標を設定しており、この目標を達成した場合、化石燃料消費量約39万kr（原油換算）、二酸化炭素排出量

約52万t（二酸化炭素換算）を削減することが期待できます。

風力発電は、13ヶ所93,800kW、バイオマス発電は4ヶ所8,020kW、地熱発電は3ヶ所88,300kWが既

に稼働しており、特に風力発電については日本海沿岸部を中心に急速に導入が進んでいます。

平成16年度には東北で初めてとなる燃料電池自動車の試乗会を開催するなど普及啓発活動も積極的に

展開しています。

○秋田県における２０００年の二酸化炭素排出状況

二酸化炭素排出量 
899.5万t－CO2

二酸化炭素排出量 
1,237百万t－CO2

2000年  一人当り  9.75t2000年  一人当り  7.56t

●秋田県の二酸化炭素排出量（2000年） ●日本の二酸化炭素排出量（2000年） 

産業部門 
24.0％ 

その他 
0.4％ エネルギー転換部門 

6.9％ 

産業部門 
40.0％ 

民生部門（家庭系） 
13.5％ 

民生部門 
（業務系） 
12.3％ 

運輸部門 
20.7％ 

工業プロセス 
4.3％ 

廃棄物部門 
2.0％ 

民生部門 
（家庭系） 
26.0％ 

民生部門（業務系） 
12.8％ 

エネルギー転換部門 
5.6％ 

廃棄物部門 
2.2％ 

運輸部門 
29.3％ 
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環境に配慮した自主的行動の促進

本県は、世界遺産である白神山地をはじめとする豊かな自然環境に恵まれ、私たち県民はそ

の下で生活しています。しかし、近年の生活様式の都市化に伴い、ごみ処理問題などの身近な

環境問題から地球温暖化などの地球規模での環境問題に直面しています。

こうした問題に適切に対応し、豊かな環境の恵みを次の世代に引き継いでいくため、県内で

も企業や各種団体等による様々な環境保全活動が行われていますが、今後はこれらの活動主体

間の連携や交流を図り、広範な県民運動に発展させていく必要があります。

民間団体との協働推進1
県では、県内の企業や各種団体の環境保全活動の推進母体として設立した「NPO法人環境あきた県民

フォーラム」等の育成・強化を図り、県民とのパートナーシップの下に「循環を基調とした環境あきた」

の実現に取り組んでいくこととしています。

環境あきた県民フォーラムでは、ホームページや会報を通じた県民の環境活動の紹介を行っているほ

か、環境保全活動に取り組んでいる事業者や団体等の環境に配慮した取組について、県民の視点で評価

する「あきた環境優良事業所認定制度」を創設し、周知に努めています。

あきたエコマイスターの育成２
あきたエコマイスターは、環境あきた県民塾を修了し登録された地域の環境保全活動のリーダー・実

践者であり、平成16年度末現在66名の方が登録されています。あきたエコマイスターには、リサイクル

の推進、省エネの実践、環境家計簿の実践や普及、環境あきた県民塾のアシスタントなど、様々な環境に

関する活動が期待されており、県では、こうした方々と連携しながら、県民の自主的行動を促進していき

ます。

○あきた環境優良事業所認定制度

初級編

比較的取り組みやすい６つの取組項目
( ＊ )
と具体的な取組内容を示しています。その中から３項目以上

の環境に配慮した取組目標を設定し、取り組みます。

(＊)省エネルギーの推進、ごみの減量化・リサイクル・適正処理、環境に配慮した自動車の使用、環境に配慮した製品の使
用、環境保全活動の推進、その他事業所独自の取組

中級編

事業者の事業活動に伴う環境への負荷を把握するとともに、環境配慮への取組状況をチェックしま

す。チェック項目も、ステップ１に比べ多くなっています。

また、事業活動などに適用される法律その他の規制項目も確認します。これらの結果を基に、これか

らの取組目標や取組内容を盛り込んだ行動計画を策定し、取り組みます。

ス
テ
ッ
プ
１

ス
テ
ッ
プ
２
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環境教育、環境学習の推進

私たちは、この環境を保全し、損なわれた環境は再生して未来の世代に引き継いでいかなけれ

ばなりません。

地球温暖化など、私たちの日々の生活や行動を通して環境に与える影響について、正しく理解

し、ライフスタイルを見直すため、また、自ら進んで環境問題に取り組む人々の輪を拡げるた

めには、学校教育や社会教育などのあらゆる場面で環境教育を推進することが一層重要となっ

てきています。

環境教育・環境学習のてびき

環境保全に関する情報提供1
県では、環境の現状や環境保全に関して講じた施策についての

情報を提供するため、「テレビやラジオの利用」、「環境白書の発行」

などを行っています。

平成16年度のテレビ・ラジオの利用回数は、テレビが８回でラ

ジオが10回でした。

また、環境教育・環境学習を実施する際の参考として「環境教

育・環境学習のてびき」を作成し、小中学校に配布しています。

環境教育の推進2
環境の保全や再生に向けた県民の活動をより活発にしていくためには、県民がそれぞれの年代に応じ

てライフスタイル（人の生活様式）と環境問題との密接な関係などについて理解を深める必要がありま

す。そのためにも、学校教育や社会教育等の中で環境教育の推進が一層重要となってきており、県では

様々な方法で環境教育を実施しています。

（1）学校における環境教育

学校では、総合的な学習の時間などで環境問題を取り上げて指導をしているほか、環境教育の全

体計画を作成し、次のような活動を行っています。

（2）全国星空継続観察

星空を観察するという身近な方法を通じて大気環境の状態を調査し、大気環境保全の重要性を多

くの方々に考えていただく機会とするため昭和63年から行われています。

平成16年度は４団体63人が観察を実施しています。

○学校における環境教育実施状況（平成16年度）

主　な　体　験　活　動

校舎以外のクリーンアップ

学校農園での農業体験や学校林等の緑化活動

川の水質汚濁、酸性雨等の環境調査

古紙、空きビン、空き缶回収等のリサイクル活動

ゴミの減量化運動

コンポスト等による堆肥づくり

その他の活動（地域の動植物の調査等）

小学校

226（77.1%）

211（72.0%）

107（36.5%）

217（74.1%）

47 （16.0%）

4 （1.4%）

11 （3.8%）

中学校

123（92.5%）

53 （39.8%）

33 （24.8%）

101（75.9%）

27 （20.3%）

4 （3.0%）

7 （5.3%）
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（4）北東北子ども環境サミット

第２回北東北三県知事サミットの合意に基づき、体験型の環境教育事業として、平成11年度から

三県輪番で行っています。平成16年度は秋田県、平成17年度は青森県が当番となり実施しました。

平成18年度は岩手県で実施する予定となっています。

環境保全に関する啓発事業3
（1）あきたエコ＆リサイクルフェスティバル

県と県民、企業などのパートナーシップの下、大人と子どもが様々な催しものを通じて一緒に楽

しみながら身近な「環境」について考えるイベントです。

戸米川こどもエコクラブ（秋田市）
廃食用油からのせっけんづくり

平成17年度あきたエコ＆リサイクルフェスティバル

平成16年度北東北子ども環境サミット

（3）こどもエコクラブ

こどもエコクラブは、次代を担う子どもたちが、

指導者（サポーター）の指導の下に地域の仲間と一

緒になって地域の環境や、地球環境問題などについ

て学び、あるいは具体的な活動が展開できるよう支

援することを目的として、環境省が小・中学生を対

象として実施している事業です。

平成16年度に本県では、111クラブ、2,113人の

子どもたちが会員として登録し、河川の水質調査

などの活動を行いました。

平成16年度の実施状況
日　　時：平成16年９月25日、26日
場　　所：秋田市（JR秋田駅前アゴラ広場、大屋根広場）
出 展 数：企業、団体、行政機関等 計40団体
来場者数：44,000人（推定）

平成17年度の実施状況
日　　時：平成17年10月１日、２日
場　　所：秋田市（JR秋田駅前アゴラ広場、大屋根広場）
出 展 数：企業、団体、行政機関等 計43団体
来場者数：36,000人（推定）

平成16年度
日　時：平成16年7月30日～8月1日
場　所：秋田市太平山自然学習センター「まんたらめ」
参加者：小学生163名（うち秋田県76名）

引率者34名 （うち秋田県15名）

平成17年度
日　時：平成17年7月29日～31日
場　所：青森県立種差少年自然の家（青森県八戸市）
参加者：小学生101名（うち秋田県37名）

引率者26名 （うち秋田県12名）
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（2）出前環境講座

環境に関する学習会に講師を派遣したり、小学校に環境人形劇を派遣するなど、環境を大切にす

る意識の醸成に努めています。平成16年度は13講座に講師を派遣し、876人が聴講しました。

（3）環境副読本の配布・活用

第２回北東北三県知事サミットの合意に基づき、毎年、小学校５年生用の環境副読本を作成し、県

内の全ての小学校に配布しています。

（4）環境大賞の表彰

県では、環境保全に関する実践活動が他の模範となる個人又は団体を「環境大賞」として表彰して

います。平成16年度、平成17年度はそれぞれ６点が「環境大賞」に選考されました。

○平成16年度の受賞事例

○平成17年度の受賞事例

広域的な協力体制

酸性雨や十和田湖の水質悪化にみられるように、本県の抱える環境問題の中には行政区域を

越えた広がりを持つものがいくつかあります。また、産業廃棄物対策などの問題については、

本県単独での対策を講じるだけでは、効果が小さいことから、広域的な協力体制を強化する必

要があります。

平成10年10月に岩手県において行われた第２回北東北三県知事サミットにおいて、青森・岩手の両県

と協力して様々な環境問題に取り組んでいくことを内容とする「北東北環境宣言」が宣言され、三県が合

意した事項について協力して施策を推進しています。

受　　賞　　者 活動テーマ等

岩渕弘子 甦る古布

小倉川を五城目で一番きれいにする会 小倉川とその地域のクリーンアップと自然保護

秋田自然を守る少年団 白神山地の観察会、研修会

風の松原に守られる人々の会 風の松原の観察会、研修会、保護・保全活動

株式会社　販促 環境ISOに基づく『地域に密着した環境ボランティア活動』

TDK－MCC株式会社 地域社会に対する環境保全及びボランティア活動

受　　賞　　者 活動テーマ等

秋田市立旭川小学校６年部 総合学習の時間におけるこどもエコクラブ活動の導入

横手市立山内中学校
横手川上流域における水質調査活動

自然観察グループ水質調査班

大仙市立豊成中学校生徒会 空き缶出張回収

北小屋ボランティアグループ 「野際しず」を守り、子どもたちに引き継ぐための活動

特定非営利活動法人白神ネイチャー協会 ブナの森　海の森　二ツ森づくり

麓友会 遊水の里づくり
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共通的・基盤的施策の推進

県では、環境保全の促進を図るため、環境影響評価の推進や公害防止協定の締結を行ってい

ます。

また、県自らが環境ISOである「ISO14001」の認証を平成13年3月に受け、環境配慮に率

先して取り組んでいます。

環境影響評価の推進1
環境影響評価（環境アセスメント）は、事業者が土地の形状の変更、工作物の新設その他これに類する
事業を実施しようとするとき、それが環境にどのような影響を及ぼすかについて調査、予測、評価を行い、
その結果を公表して国民、地方自治体などから意見を聴き、その事業に係る環境の保全について適正に配
慮しようとするものです。
秋田県では、平成12年7月に「秋田県環境影響評価条例」を制定し、国の制度で対象としている事業に
加え、新たに18種類の事業を対象としています。

環境マネジメントシステムの普及・推進2
県では、自ら率先して環境に配慮すべき立場にあることを自覚し、自らの環境マネジメントシステム

を構築するために、平成11年２月に「秋田県庁環境保全率先実行計画」を策定しました。この計画により
環境に配慮した事務・事業の推進や環境負荷の少ない製品やサービスの選択などに取り組んできました。
その後、秋田県環境基本計画に掲げる事業の進行管理や県が発注する公共事業に係る環境配慮等に関

することなども盛り込んだ「秋田県庁環境マネジメントシステム」を構築し、その内容がISO14001の認
証基準に合致するとの評価が得られたことから、平成13年３月に、全国で初めての「地方機関を含む全庁
を対象範囲とした認証」が得られました。また、平成16年２月に認証更新審査を受け、３年間の取組が規
格要求事項に適合し、かつ、環境マネジメントシステムは有効に機能しているとの評価を受け、同年３月
に更新登録されました。

公害防止協定3
公害防止協定は、自治体などと事業者との間で、公害を防止するため事業者がとるべき措置などについ
て取り決めるもので、法律や条例による規制を補い、地域の環境保全について一層の促進を図ろうとする
ものです。
秋田県では、昭和44年6月に締結した「東北電力（株）秋田火力発電所との公害防止に関する覚書」を
皮切りに、現在までに県内の主要企業5社6事業所と地元市を加えた三者で公害防止協定を締結していま
す。また、市町村が単独で当事者となっている公害防止協定は、19市町村で102事業所となっています。

公害防止設備資金4
県内の中小企業者に対し、公害防止施設の設置
又は改善に必要な資金を融資することにより、公
害の防止を促進することを目的として、昭和44
年度に「秋田県公害防止設備資金融資制度」が設
けられました。
制度の概要は、県が資金の一部を県が指定する
金融機関に預託し、金融機関は、県が融資あっせ
んする中小企業者に対して審査の上、融資するも
のです。

(1) 融資対象者 県内で事業を営む中小企業者で、自己資
金により公害防止事業を行うことが困難
と認められる者

(2) 融資対象 公害防止施設の設置又は改善、工場等の
移転、公害防止測定機器の購入

(3) 融資限度額 １中小企業者につき１億円

(4) 償還期間 措置期間２年を含め、10年以内

(5) 融資利率 年1.85％（平成17年４月１日現在）

(6) 保証料 年1.20％（秋田県信用保証協会）

(7) 指定金融機関 秋田銀行、北都銀行、秋田県信用組合、

秋田信用金庫、秋田ふれあい信用金庫、

羽後信用金庫



課　所　名 班・電話番号 事　　務　　分　　掌

環境あきた
創造課

環境あきた
創造課
環境管理室

調整・資源循環推進班
860-1571

課内調整、環境基本条例、環境基本計画、産業廃棄物税・環境保全
協力金の使途、環境審議会、資源循環ネットワーク

ふるさと環境創造班
860-1573

環境保全活動の活発化、環境教育、環境あきた県民塾、地球温暖化
対策、環境美化運動の推進、ごみゼロ推進運動

環境産業活性化班
860-1572

リサイクル製品認定制度、認定リサイクル製品普及モデル事業、
公共事業環境配慮システム、事業所の環境配慮の推進

企画審査班
860-1601

管理・情報班
860-4010

公害防止条例、公害防止協定、公害審査会、環境ISOの推進、環境
影響評価、環境白書、公害防止設備資金

大気・水質班
860-1603
860-1604

三大湖沼対策、水質環境基準調査、生活排水対策、オゾン層保護対
策、酸性雨調査、大気汚染常時監視、有害大気汚染物質対策、工場・
事業場監視指導、地下水水質調査、玉川酸性水対策、水浴場調査等

環境整備課

自然保護課

鳥獣保護
センター

大気汚染常時監視・環境情報管理システムの管理、環境に関する普
及啓発

化学物質班
大気・水質班
863-1425

化学物質環境調査、有害大気汚染物質調査、工場・事業場排水基準
検査、廃棄物行政検査、重金属類環境調査、酸性雨に関する調査研
究、騒音・振動調査、水質汚濁調査研究、水質環境基準調査等

調整・一般廃棄物班
860-1622
860-1623

課内調整、廃棄物処理計画、空き缶等散乱防止条例、産業廃棄物
税・環境保全協力金等、廃棄物の減量化・リサイクル、一般廃棄物
処理施設の整備・維持管理指導、浄化槽の維持管理指導等

産業廃棄物班
860-1624

産業廃棄物処理施設・処理業の許可指導、廃棄物処理施設整備の
技術指導、県外産業廃棄物の指導、能代産業廃棄物処理センター
の施設整備等、廃棄物処理計画

適正処理推進班
860-1625

産業廃棄物の不法投棄防止、能代産業廃棄物処理センターの環境
保全対策、産業廃棄物処理施設の許可・指導、PCB処理対策等、自
動車リサイクル法

調整・自然公園班
860-1612

課内調整、自然公園計画の調査・調整、自然公園施設等の管理、自
然公園美化対策、自然公園事業等の許認可等

自然環境班
860-1613

施設整備班
860-1615

852-2134

自然ふれあい施策の推進、自然保護思想の普及啓蒙、景観保全対
策の推進、景観保全審議会、温泉保護対策、自然環境管理計画の管
理・運営、鳥獣保護事業計画、鳥獣保護思想の普及啓発等

自然公園等施設整備計画、自然公園等施設整備等

野生鳥獣の保護・治療・野生復帰等
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●環境に関するお問い合わせ先

●各地域における窓口

環境センター

安全・化学物質班
860-1602

ダイオキシン対策、環境ホルモン対策、特定化学物質排出・移動登
録（PRTR）、農薬関係対策、土壌汚染対策、騒音・振動・悪臭対策等

機　関　名・電　話　番　号 管　　轄　　地　　域
北秋田地域振興局大館福祉環境部

鹿角市、大館市、小坂町
0186-52-3953

北秋田地域振興局鷹巣阿仁福祉環境部
北秋田市、上小阿仁村

0186-62-1165

山本地域振興局福祉環境部 能代市、琴丘町、二ツ井町、八森町、山本町、八竜町、
0185-52-4331 藤里町、峰浜村
秋田地域振興局福祉環境部

男鹿市、潟上市、五城目町、八郎潟町、井川町、大潟村
018-855-5173

由利地域振興局福祉環境部
由利本荘市、にかほ市

0184-22-4121

仙北地域振興局福祉環境部
大仙市、仙北市、美郷町

0187-63-3638

平鹿地域振興局福祉環境部
横手市

0182-32-4005

雄勝地域振興局福祉環境部
湯沢市、羽後町、東成瀬村

0183-73-6157
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水辺の見学

簡昜水質検査

講　義

左のマークは、「あきたエコマイスター」のシンボルマー
クです。「あきたエコマイスター」は、環境保全活動の実践
者・リーダーとして地域で活動しています。
このシンボルマークは、白い雲、清らかな水、緑豊かな秋

田を将来へ継承していくために、「あきたエコマイスター」
が活動していくということをイメージしました。

表紙の写真は、ガラスカレットなど、秋田県リサイクル製品認定制
度により認定された製品を活用し、2007年の秋田わか杉国体・秋田
わか杉大会の開催をPRするため作成した看板です。幼稚園児も大
会・県関係者といっしょになって完成を祝ってくれました。

裏表紙の写真は、平成16年度から実施している「環境あきた県
民塾」の様子です。「環境あきた県民塾」では、環境問題に関する
講義や様々な施設等見学、実験等を通じて、身近な環境問題から地
球規模の環境問題まで、幅広く環境について学びます。「環境あき
た県民塾」の修了生である「あきたエコマイスター」は、地域にお
ける環境保全活動の実践者・リーダーとして活動しています。


